
 

平成１９年度当初予算 施策別概要 

 
 

                   41101 ごみゼロ社会づくりの推進    （環境森林部） 

                   41102  産業廃棄物の適正処理・再生利用の推進 

（主担当部：環境森林部）                        （環境森林部） 

                   41103  産業廃棄物の不法投棄等不適正処理の是正・

未然防止の推進              （環境森林部） 

                   41104  廃棄物の減量化や環境危機対応のための調査

研究・試験検査の推進 

（政策部科学技術振興センター） 

 

＜施策の目的＞ 

 （対象）県民、事業者、行政が 
 （意図）廃棄物の発生を極力抑制し、分別の徹底など廃棄物の減量化への取組を一体となって

進め、どうしても処理しなければならない廃棄物を適正に処理している 

 

＜施策の数値目標＞ 

目標値 
２６５千トン 一般廃棄物  ８１千トン 

産業廃棄物 １８４千トン 
施策目標 

項  目 

（主指標） 

廃棄物の最終処分量 

現状値 
３７０千トン 一般廃棄物  ９６千トン 

（2005 年）  産業廃棄物 ２７４千トン 

 ※ 県内において最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総量（環境森林部廃棄物対策室・

ごみゼロ推進室調べ） 

 

＜現状と課題＞ 
・ 限りある資源の消費を抑制し、環境への負荷を可能な限り減らす循環型社会へ移行していく

ためには、廃棄物の減量化などの取組が重要であり、今後、多様な主体が「廃棄物の発生抑制

と循環利用」を自らの課題として認識し、より連携して取り組むことと、これらの取組をいか

に県全体に広めるかが課題となっています。 
・ 産業廃棄物の不適正処理が問題となっている状況の中で、県民の安全・安心を確保するため

に、不適正処理事案への対応や、地域と連携するなど県における監視体制の充実がますます重

要となっています。 
・ 企業活動から生じる産業廃棄物や、東海、東南海地震等により大量に発生することが予想さ

れる災害廃棄物の処理体制づくりが必要となっています。 
 

目標値 ４０．０％（2009 年度） 多量排出事業者におけ

る資源化率 現状値 ３８．０％（2005 年度） 

目標値 ６．０％ 

県の取組 

目標項目 

（副指標） ごみの排出量削減率 

（家庭系） 現状値 ０．７％（2005 年度） 

４１１ 廃棄物対策の推進 



 

＜平成１９年度の取組方向＞ 

① 循環型社会への動きをより一層加速するため、県民やＮＰＯ、市町などとの連携による

ごみゼロ社会実現に向けて、例えばごみ袋の有料化や生ごみの資源化などの先進的な取組

（平成１８年度までに実施したモデル事業）など成功事例を積み上げ県内全域へ普及させ

ていきます。 

また、ごみ処理にかかるコスト意識の高揚につながる廃棄物会計などの市町への導入を

進め、より効果的で効率的なごみ処理システムの普及・啓発に取り組みます。 

 産業廃棄物の減量については、適正管理計画の充実や廃棄物情報の発信など、事業者に

よる取組を支援していきます。 

② 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止や早期発見に向けて、市町との連携等による監視体

制の強化をはかるとともに、不適正処理事案に対する県民の不安を解消する取組を進めま

す。 

また、廃棄物の適正処理に向けて、引き続き公共関与による広域的な廃棄物処理に取り

組むとともに、企業活動や災害時の廃棄物処理に必要不可欠な管理型最終処分場の設置促

進をはかります。 

 
＜主な事業＞ 
① （舞）「ごみゼロ社会」実現推進事業【基本事業名：41101ごみゼロ社会づくりの推進】 
  当初予算額：⑱ ２９，３２０千円 → ⑲ ３７，３５９千円 
  事業概要： ごみゼロ社会実現プランの短期目標（平成 22 年度）の着実な達成を実現する

ため、プランに掲げる取組みのなかでもごみの減量化に効果的な取組を選択し、

これら成功事例の全県的展開をはかります。 
 
② 産業廃棄物適正管理推進事業【基本事業名：41102 産業廃棄物の適正処理・再生利用の推進】 
  当初予算額：⑱ ６，２１３千円 → ⑲ ６，１１８千円 
  事業概要： 企業における管理体制、企業から排出される産業廃棄物に関する情報の県民へ

の自主情報公開を進め、廃棄物の発生抑制や適正な処理を推進します。 

 
③ （一部重）産業廃棄物監視指導事業 

【基本事業名：41103 産業廃棄物の不法投棄等不適正処理の是正・未然防止の推進】 
  当初予算額：⑱ ４０，９９４千円 → ⑲ ４８，５５２千円 
    内訳 通常分  ⑱ ３７，２８５千円 → ⑲ ３９，０７０千円 
       重点事業 ⑱  ３，７０９千円 → ⑲  ９，４８２千円 
  事業概要： 産業廃棄物が適正に処理されるよう、排出事業者、処理業者等に対する監視指

導を行うとともに、スカイパトロール、休日・夜間のパトロール、近隣の府県と

共同で産業廃棄物運搬車両の路上検査を実施します。 
        また、不法投棄等の未然防止のため、監視カメラの整備や監視記録の情報化を

行うとともに、市町との協働による監視指導や県警との連携をはかります。 
 
④ （重）環境修復事業 

【基本事業名：41103 産業廃棄物の不法投棄等不適正処理の是正・未然防止の推進】 
  当初予算額：⑱ ７０，０００千円 → ⑲ １０４，６１７千円 

  事業概要： 既に代執行を行っている桑名事案の汚染浄化施設の運転管理や、18 年度に代



 

執行に着手する内山事案の硫化水素除去システムの維持管理を行います。 

 
⑤ 廃棄物処理センター環境基盤整備事業 

【基本事業名：41102 産業廃棄物の適正処理・再生利用の推進】 
  当初予算額：⑱ ２，０８１，６３８千円 → ⑲ １，５００，０００千円 
  事業概要： 廃棄物処理センターにおいて、適正な廃棄物処理を推進するため、財団法人三

重県環境保全事業団を支援します。 


